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5３ 
低開発諸国における工業化の諸条件を模索する研究は、黄昏時の陽光が微妙に変化するごとく色調を塗りかえ
て、やがて工業化の諸制約Ⅱ阻害要因への探究関心を前面に押し出すようになった（〔鉛〕。無論これら両系列の
研究は実質的には重なる部分が多いし、またそうなるはずであるが、その間には決定的な視角のズレがある。前者
におけるそれはすぐれて経済学的であり、何よりもまず工業化あるいは資本形成の諸方策を強調するのに対し、後
者におけるそれはむしろ社会学的であり、強調点は伝統的な社会制度および態度といった点に腫かれる（〔皿〕）ｃ
ここで興味深い傾向として指摘しうるのは、開発の可能性に対して前者が楽観的であるのに対し、後者はどちらか
というと悲観的な灰色の世界に属することである。こうしたいわば陽画から陰画への転換は、開発理論政策の展開
（批判Ｉ継承）の流れの中で染るならば、一方では先進資本主義諸国で急速な発達を承た「純粋」経済学的アプロ
ーチを低開発経済分析に応用‐拡大する方法の解体を蕊すると同時に（ただし〔鍋〕）、他方ではｌ蕊として
、
、
、
、
、
、
、
Ｔ
、
菫との接点を求めていったためにｌ篭蓬済突鑿めぐる様々な蕾魑の寶の豊をも藁していた。
一
Ｊ一
仮
説
の
提
示
な
ら
び
に
問
題
の
限
定
に
イ’ン吋卜重
工
業
化
の
経
済
的
帰
結
絵
所
秀
紀
5４ 
こうした開発理論の展開を眼前にして、われわれは問題を次のようにとらえ返すことができよう。低開発経済と
い
う
枠
組
の
中
で
の
エ
業
化
の
社
会
的
意
味
あ
る
い
は
社
会
的
機
能
を
決
定
す
る
も
の
は
一
体
い
か
な
る
諸
原
因
の
連
鎖
で
あ
ろ
う
か、と。諸開発理論Ⅱ政策が想定しているように、工業化の社会的意味は一義的であると一一一一口いきれるものであろう
か。場合によっては、工業化は低開発経済からの突破を惹起しないばかりでなく、逆に主観的意図を無惨にも踏承
つぶして、後進経済の構造的定着（す昌岸‐目高・丙葛日堅の８口。白『）を強化Ⅲ促進することさえありうるのではない
のか。こうした問題提起Ⅱ仮説は、「工業化Ⅱ突破」信仰が底流する開発理論Ⅱ政策の眼でみるならば、非合理的
であるばかりでなく、全然意味をなさないように映るかも知れぬ。だがしかし、工業化Ⅱ資本主義化という観点か
ら
ゑ
て
相
対
的
後
発
国
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よ
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け
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な
る
ま
い
。
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一
、
、
、
、
、
、
、
、
、
、
、
、
つの極限における特殊例にすぎない、という一」とである。低開発経済突破の一般理論は、西欧先進諸国のかつての
工業化Ⅱ突破の経験を一面的に抽象した特殊例を普遍化する、従来の開発理論の方法によっては形成されえない。
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いであろう。が、常に問題は理論化の方法にある。というのは従来の開発理論の中に、こうした問題意識がないわ
けではないからである。杏、むしろ積極的に工業化の前提条件（あるいは先行条件）を確定するという視角のもと
に数多くの研究がなされている（代表的なものとして、〔灯〕・しかしかってガーシェンクロソが喝破したように、
工業化の前提条件と言う場合、通常それは十九世紀のヨーロッ．〈社会という限定された枠内での工業化の歴史的経
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験を蔓的根拠として霞きれたものであった（〔噸〕）．だからひとたびこうし芙枠をはずした場合１つ童り、
一一十世紀の非ヨーロッ。〈社会という異質の大枠の中で生じている低開発諸国の工業化という課題に接した場合
ｌ、それが有鑿簔拠Ｉ間雲出手段として同様に作用しうるという保証憐ない．低開発諸国のェ業化とい
う課題へのアプローチは、西欧先進諸国のかつてのエ業化（産業革命）にあたっての「初期条件」と、現在の低開
発諸国のそれとの相違の確認を出発点にせざるをえないであろう（〔鋼〕〔妬〕弓・句認ｌ『＆）。そうだとするなら
ば、日本やロシアのような非ヨーロッ・〈後発諸国の工業化の経験をも一つの中間項として合ふうるような理論モデ
ルが想定される必要がある。そうしたモデル構築へのささやかな捨石となるべく、われわれは次のような仮説を設（１） 
会からの突破Ⅱ近代国民経済の形成になりうる、と。、、、、、、
定したい。工業化の客観的可能性は、当該社会がエ業化のために支払いうる社会的コストの段と形態に依存する。
そして、社会的コストの量と形態が一定の特殊な状態の下にある時にの染、工業化は同時に低開発経済Ⅱ前近代社
さて以上の仮説のもとに、本稿でば独立後インドＩとりわけ第二次および鑓三次五か年計画期ｌを一例とし
てとりあげる。その理由は第一に、インドは低開発諸国の中でいちはやく政治的独立を達成し、またいちはやく計
画的工業化に着手しており、その意味で低開発経済における工業化の社会的意味Ⅱ経済的帰結を模索するにあたっ
て恰好の例を提供すること。第二に、まさにそれ故にインドは諸開発理論にとっての本来の地盤になっており、そ
の工業化の経験を検討することは諸開発理論Ⅱ政策再検討のためのリトマス試験紙となること、これである。
（１）「社会的コスト」というアイデアそのものは何ら目新しいものではない。注意深い読者なら、従来の諸開発理論の中にす
ら、こうしたアイデアを容易に見つけだすことができるであろう。ただ欠如している点は、工業化にとってはそのための社
、
、
、
会的コストの存在が不可欠であるという視角の一貫性である。なお行論の中で明らかになるように、ここで一一一口う社会的ロス
5６ 
ところでイギリス産業革命の過程では、ごく大筋だけを取り出して承るならば、均衡的な産業構造の形成と産業
構造の高度化の推進はほぼ、ハラレルに進行したと言ってよいであろう。しかし両契機の幸福な密月を保証したもの
は「大英帝国」の形成であり、そのための社会的コストの大部分は海外の植民地（とりわけインド）が支払わざる
をえなかった。周知の命題、「イギリスの平和」はインドの荒廃である（〔過〕〔図〕。つまりイギリスにおける均
産業構造という観点から染た場合、一国の国民経済が自立的でありうるための基礎的諸条件として先進諸国の
、
、
、
、
、
、
、
、
、
、
、
、
、
、
、
、
、
、
、
、
、
、
、
、
歴史的経験から学びうるものは、均衡的な産業構造を志向する産業梢造の高度化の推進であると一一二口って大過ないで
あろう。たとえ農工間の均衡があったとしても、それが低生産性あるいは前資本主義的分業関係によって支えられ
ているならばヌルクセのいわゆる「低開発均衡」に陥り、低開発発経済からの突破は望むべくしない。インドのカ
スト的分業関係が一つの典型を提供する。逆に均衡的な産業構造の形成を欠いた「産業概造の高度化」は、しばし
ば一一重経済や「飛び地経済」を生象だし、国民経済の形成に原理的に対立し、その存立を危機にまでおとし入れる
であろう。経済史上周知の「中継貿易Ⅱオランダ型」（〔虹己が一つの典型を、韓国における輸出向工業化方式が
一つの極限例をそれぞれ提供する。したがって両契機の結合は低開発経済突破の基礎条件である。換言すれば、突
、
、
、
、
、
、
破の経路は規範としては社会的分業の順調なる展開、すなわち市場圏の順調なる拡大・深化の過程（Ａ・スご、スの
言う「物事の自然の経路」Ⅱ「農業の末喬としての工業」の成長）としてオーソドックスに把握することができ
言
う
（１） 
る。
〔二〕 卜とは「外部不経済」あるいは「社会的環境の破壊」といったような限定された意味で使用されているのではない。
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街的産業構造形成の志向は、必然的に海外市場を自己の経済的ナショナリズムの利害下に編入せざるをえなかった
のであるが、それは後進国の側から承れば自己の国民経済形成原理Ⅱ客観的可能性の喪失過程に他ならない。しば
しば「純粋培養的に」と形容されるアメリカ資本主義の発展は、独立戦争を通じて自己の経済的ナショナリズムを
貫徹することによって、始めてイギリスと同様の国民経済形成原理を獲得しえたのであって（〔釦〕）、先進国ナシ
、
、
、
ヨナリズムと後進国ナショナリズムは均衡的産業構造Ⅱ産業構造高度化↓自立的国民経済の形成をめぐって原理的
、
（２） 
に対立せざるを鰐えない。だから先進諸国の強力な側圧Ⅱ「世界市場」への吸引の下にある現在の低開発諸国におい
ては、以上の両契機が自然のうちに。ハラレルに進行しうるという客観的保証は何もない（ミントの「不平等化要
因」論を想起されたい〔盤〕）。後進国になればなるほど両契機はますます乖離せざるをえないであろう。この点が
今日の低開発経済突破の困難の根源であり、また出発点でもあ諏吟
さてインド計画化も理念としては当初からこの両契機を唱道してきたが、二者択一的現実を眼前にしては、産業
構造高度化の理念が均衡的産業構造形成の理念を圧倒せざるえなかった。このことは植民地下での停滞的な経済の
定着という苦☆しい経験の光に照らし合わせて理解されなければならない。第一表が明白に語るように、二○世紀
初頭から独立時に至るまで職業構造（労働力の産業別配分）にはほとんど変化が認められない。農業部門は絶えず労
働力の七割以上を占めているのに対し、製造業は一割未満を占めるにすぎず、しかも低下傾向をたどる。の糸なら
ず第二表で工場従事者数の推移をゑるならば、全工場従事者数は一八九九年から一九四九年までの五十年間に五倍
以上の伸びを記録してはいるものの、その伸びの圧倒的な部分は綿織物業およびジュート織物業に吸収されており
（全エ場従事者数に占める割合は両部門だけで、一八九二年七五％、一八九九年五九％、一九○九年五六％、一九
一九年四八％、一九二九年四四％、一九一一一九年四六％、一九四九年四○％）、軽エ業（織物業）中心の発達を示すと
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第１表労働力（労働人口）の産業別配分，1901-1961（％）
1901119111192111931,195111961 
蕊繍|繍鷲耕作者鍵業労働者畜産．林業・漁業etc・小計●、●■■０－（叩夕』ハイ）
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第２表工業従事者数の墹大，1892～1954（単位：千人）
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置のようにみえる。
ともに、重化学工業部門の未発達をも鮮やかに示している。独立当初まず何よりも問題となった「経済の不均衡と
悪調整」（〔”〕ロ局）状態に対する是正Ⅱ均衡的産業構造形成の方策として産業構造の高度化Ⅱ重エ業部門の大規
模な創出が対置されたことは、以上の如き植民地下の停滞的工業化の客観的指標からみた場合、きわめて当然の措
ところで重エ業化推進計画は、周知のように一‐社会主義型社会‐｜建設のスローガンの下、第二次五か年計画（一九
五六’六一年）以後積極的に展開されるのであるが、そうした政策に合理的根拠を与えるようにみえたのはソ連に
おける重エ業化の嵐の如き推進による国民経済建設の経験である（〔５〕弓・＄．」ｇ》旨Ｃｌ』》〔詔〕ロ・巨臼廟・◎・閉．
〔⑫〕）。この経験のイン。〈クトは他ならぬＪ・ネルーの「社会主義」の考え方の中に最もよく看取することができ
よ
う
。
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次
の
ような歴史認識の結果であった。すなわち、植民地下インドはイギリスの経済的利害が貫徹する「国際分業」に政
治的Ⅱ帝国主義的支配によって巻きこまれ、第一次産品・原料輸出ｌエ業製品輸入という典型的な植民地型貿易Ⅱ
経済構造を強要された。そして他ならぬこうした植民地型経済構造の定着が、一方では伝統的な土着手工業を解体
させ、他方では近代的な諸産業とりわけ重工業基盤の形成を阻止せしめた（脱工業化Ⅱ「富の流出」）。さればこそ
自立的国民経済を形成しうるテコは重工業基盤の創出をおいて他にはありえない。ネルーの眼に映ったのは、「ソ
ヴィエト政府は、はるか先を見通して、五か年計画においてこれらの基盤的諸エ業あるいは重工業に集中すること
を決定した。このようにして産業組織の基礎がしっかりと固められ、そののちに軽工業を持つことは容易であろ
う。また重工業はロシアの機械あるいは兵器の諸外国への依存をより小さなものにしたであろう」（Ｃ痔の」旨〔印〕）
という姿であった。だがただちにつけくわえておかなければならない点は、ソ連の影響がいかに強烈なものであっ
6０ 
「重エ業化」、「計画化」、「公共部門の拡大」という事態は何ら社会主義社会の象に限られたものでもないし、ま
たそれ自体では社会主義のメルクマールとはならない。むしろそれらは、後進国エ業化過程に特有な、経済的後進
性の急激な打破のための一方策として特徴づけられるＲ咽〕）。ネルーがさしあたって強調したのもこの点である。
ア
モ
ル
ブ
も
、
、
、
だから「社会主義型社会」とは、はじめからきわめて多義的な意図と内容を含染うるものであった。今、工業化と
、
、
、
、
、
いう一点に焦点をあわせてふるならば、その一端は独立以前に用意された様々なプランのうちに読承とる』」とがで
きる。そしてこれらの諸プランは何らかの形で独立後の五か年計画の先取りをしており、またそれらの中に深くく
いこんでいる。第一に注目をひくのは一九三八年に設立された会議派の国家計画委員会（ｚ島・ロ巳四口目旨、○・日‐
目の②一・口）の構成と動向である。この委員会においては「大ざっぱに言って、計画には二つの考え方があった。一
つは利潤追求の精神の排除を目指し、公平な分配の重要性を強調する社会主義的な考え方であり、もう一つは、で
きうるかぎり自由企業と利潤追求の精神を保持し、生産の方に重点をおく大実業家的な考え方であった。また重工
業の急速な発展に賛成する人たちと、農村工業の発展の方に多くの注意を払い、かくて莫大な数の失業者や半失業
者の吸収を図るぺきだとする人たちとの見解の相違もあった」（〔銘〕・撲譜己・忠①）。ここで第一に興味をそそる点
は、ネルー等の社会主義者（国民会議派左派）とブルジョアジー（大財閥）とが重工業化推進という一点で一致し
ていることである。勿論両者は基幹産業の統制および国有化をめぐって鋭く対立し、この問題は独立後の一九四八
年および一九五六年の産業政策決議（閂且口吻風画一曰・胃邑宛８・一員】・ロ、）にまで未解決のまま持ちこされるのであっ
（５） 
を打ち出す。
（４） 
たにせよ、それとの類似は形式的なＪものにとどまるということである。｜「《《⑰。＆島鷺）》という語よりｊも《《ご骨の日ごと
いう語のほうがより重要であった」（〔記〕己』届）と指摘されるように、その実質的差異がインド重工業化の特質
6１インド重工業化の経済的帰結
て、帰趨はいまだ明らかではなかった。が、ともあれこうした生産力論の優位（傾斜生産！）が第二次計画以後の
工業化政策の基調となったのである。第二に興味をそそるのは以上の重工業化論そのものに対立して、ガンジー主
義者によって伝統的な農村手エ業の復興。発展論が提出されたことである。両者ともに帝国主義的植民地支配に対
するアンチ・テーゼとしての性格を荷っていたことは言うまでもあるまい。ただ前者が帝国主義的植民地支配の本
質を近代工業成長の阻止という点に求めたのに対し、後者はそれを伝統的農村手工業の解体という点に求めたので
あった。否定するものは否定されるものによって規定される。
この農村手工業化論は、ヨーロッ．〈合理主義に対する不信およびインドの旧来の共同体関係の復興論と結合して
い
る
た
め
に
、
し
ば
し
ば
き
わ
め
て
非
合
理
的
な
も
の
と
し
て
排
除
さ
れ
る
け
れ
ど
も
、
そ
れ
だ
け
に
と
ど
ま
る
も
の
で
は
な
い
。
な
ぜならそれは第一に、スワラジ・スワデシ運動の中核としての単なる反イギリスⅡインド・ナショナリズムの高揚
という象徴的意味を越えて、植民地後進国における「下から」の国民経済建設の一つの原理的な方法を提示したと
思われるからであり、第二に、ネルーも認めるように「資本の欠乏と労働力の過剰」という状態を救済する方策、
すなわち農村過剰労働力を雇用するのにもっとも手っとり早く効果のあがりうる方策でもあったからであるＡｗ〕
の再評価を参照）。ただしガンジーの農村手工業化論においては、技術導入による生産力の上昇という観点が欠落
していることが、致命的な欠陥となっている。したがって彼の反近代Ⅱ反植民地主義は前近代主義へと変質する危
険性を孕んでいたと言わねばならないであろう。しかしより広い視野のもとに国家計画委員会の動向（一致と対立）
をゑるならば、後論で展開するようなインド工業化の帰結は、近代的重工業の推進と伝統的農村手工業の復興とい
う分烈した形（生産性の増大か、それとも雇用の拡大か、という二者択一）でしかエ業化の課題が設定されなかっ
たという事実のうちに、すでに存在していたと言える。ともあれ農村手工業化論もまた、重エ業化推進論とならん
6２ 
で第二次五か年計画の主要な課題の一つとしての位置を占めるのである。つまり工業化をめぐる三者の対立は、
いかなる形で一一一者が関連するのかという論点をつきつめることなく、反植民地主義というネガティブな一点で同一
（６） 
線上に立つの承で、実質的には対立したままそれぞれ独立後の計画化の中へ流れこんでいくのである。
反植民地主義ソ連工業化のイン・〈クト、インド・プルジ・アジー（大財閥）の利篝関心ｌこれが重ェ業化繼
（７） 
進の背景である。だが植民地型貿易Ⅱ経済構造は重工業部門の欠如と同義であろうか、それは重工業化の推進によ
って克服される性格のものであったのか。第一次計画期における艇産物の予想を上まわる豊作を一つＱハネとし
てインドは重工業化推進へと主力を「転換」する。だが第三表をゑてわかるように農産物全体にわたって豊作で
あったわけではない。逆にきわめて不均等な達成率のほうが眼につく。農産物の豊作とは、すぐれて食樋穀物のこ
とを指す（達成額／目標額Ⅱ一四一一一）のであって、綿花（同Ⅱ八一一）、ジュート（同Ⅱ四一一一）、さとうきび（同Ⅱ一一一
四）は、．〈キスタンの分離独立の影響を蒙って、目標額を大きく下まわった。のみならず、、第一次計画が最も力
を注いだ霧・電力の分野でも目鬚を達成できず、②重工業の中心となる鉄鋼部門の達成鏑ｌ仕上げ鋼（風「
四五）、銑鉄（同「十七）ｌがきわめて不満足なものであり当蒙門の艫謹をまざまざと露呈し、塁に教
育の普及も計画どおりに進展せず、目標の五ないし六割を達成したにすぎなかった。こうして承ると、食樋穀物お
よび油種・綿工業部門を数少い例外として、インド経済はほぼその全般にわたって一層の発展努力を要請されてい
たと言わなくてはならない。しかも食樋穀物の豊作は、好天という一時的な要因によるものであって、長期的な経
済発展という観点からゑて決定的な農業生産性の上昇という要因によって裏づけられているわけではなかった。と
するならば、重工業部門の欠如という事実が植民地型経済構造の一つの特徴であることはそのとおりではあるけれ
ども、重工業の推進が初期の成果をあげうるためには、その他の部門（とりわけ農業部門）の並行的発展が同時に
６３インF重工業化の経済的帰結
第３表第一次５か年計画期；目標額と達成額
''１蝋篭''２１翻鯖|(3蝋纈|(４１:(鶏）
灘|;Ｉ ６６９００ ●●●●● ７２０７４ １２ ９３０４６ ●●●●、００９２５ １１ ３２３４０ ４８４３４ １ １ 
2．潅漉・電力
灘漉面積(ｍ・acres）
電力（ｍｋｗ.）
51.0 
２．３ 
19.7 
１．３ 
14.0 
１．１ 
７１ 
８４ 
3．運輪・通信
船舶トン数
（lakhGRT） 
道路（OOOmls）
3.9 
260.8 
2．２０ ０．９ 
６ａ８ 
４１ 
4．工業
仕上げ鋼(lakhtons）
銑鉄（〃）
セメント（〃）
肥料（000ｔ）
綿工業
（i）紡綴糸(ｍｌｂ.）
（､)綿布(、.ｙd､）
ジュートエ業
（OOOtons） 
砂糖（〃）
９．８ 
１５．７ 
26.9 
101.3 
６．７ 
１２．６ 
21,1 
529.0 
３．０ 
２．２ 
19.0 
363.7 
５
７
０
９
 
４
１
９
６
 
１，１７９ 
４，５２８ 
８２４ 
１，１００ 
４６１ 
１，８７２ 
３７６ 
４００ 
４５４ 
２，０２３ 
２３０ 
７６０ 
９９ 
１０８ 
６１ 
１９０ 
5．社会サービス
小学校生徒数
（lakhs） 
進学率,６～11歳(％）
186.8 
４１．２ 
101.2 
１８．８ 
６１．３ 
９．９ 
60.6 
53.0 
へ
出所；１７ｐｐ､112-3,Table３
￣ 
6４ 
（８） 
な
さ
れ
な
け
れ
ば
な
ら
な
か
っ
た
。
問
題
の
核
心
は
市
場
の
欠
如
で
あ
る
。
市
場
の
欠
如
を
重
エ
業
の
欠
如
に
置
換
す
る
と
い
う
問
題
の所在に対する認識のズレが、主観的意図とは大きく異なった重工業化の経済的帰結をインドにもたらすことにな
ったのである。
（１）「離陸」論（〔灯〕）、「均衡成長」論（〔調〕）、「ビッグ・プヅシこ論（〔妬〕）は、すべて規範的性格をもっていることを
注
意
し
て
お
き
た
い
。
わ
が
国
に
お
い
て
は
、
「
局
地
的
市
場
圏
」
論
を
開
発
理
論
と
し
て
適
用
す
る
赤
羽
氏
の
論
稿
が
や
は
り
規
範
的
性
格
を
もっているＡ２〕）。問題はそうした経済発展の規範が、低開発経済突破の客観的可能性とどの程度まで接点をもちうるか、
と
い
う
点
に
あ
る
。
発
展
の
客
観
的
可
能
性
と
接
点
を
も
た
な
い
よ
う
な
規
範
は
、
も
は
や
規
範
と
し
て
の
意
味
を
喪
失
す
る
で
あ
ろ
う
。
こ
ういう観点から赤羽氏の理論を検討すると、局地的市場圏あるいは内部自給型産業構造の形成が何らかの形で遂行されない
か
ぎ
り
工
業
化
の
順
調
な
進
展
は
望
承
え
な
い
、
と
い
う
こ
と
は
規
範
と
し
て
は
説
得
的
で
あ
る
よ
う
に
思
わ
れ
る
け
れ
ど
も
、
氏
も
指
摘
す
る
よ
う
に
、
局
地
的
市
場
圏
の
自
生
的
発
生
は
現
在
の
低
開
発
国
の
場
合
に
は
極
小
で
あ
り
、
そ
の
形
成
は
政
策
主
体
に
よ
っ
て
意
識
的
に
遂
行
さ
れなければならない。とするならば政策主体（あるいは体制）の性格をも視野の中にとりこまない限り、この理論は生きて
こ
な
い
で
あ
ろ
う
。
例
え
ば
イ
ン
ド
の
よ
う
な
財
閥
独
占
お
よ
び
地
主
Ⅱ
前
期
的
資
本
の
社
会
支
配
下
に
あ
っ
て
は
、
局
地
的
市
場
圏
の
形
成
は
政策主体をとおしても望詮うべくしない。むしろ中国の社会主義建設の経験が強烈な示唆を与えるように、局地的市場圏形
、
、
、
、
成
の
た
め
に
は
、
社
会
主
義
へ
の
体
制
的
推
転
が
不
可
欠
の
、
だ
が
一
つ
の
前
提
条
件
で
あ
る
よ
う
に
思
わ
れ
る
。
社
会
主
義
へ
の
体
制
的
推
転
を
と
も
な
う
こ
と
な
し
に
は
、
た
と
え
局
地
的
市
場
圏
が
萌
芽
的
に
形
成
さ
れ
え
た
と
し
て
も
、
そ
の
時
に
は
局
地
的
市
場
圏
↓
国
民
経
済
の
発
展あるいは軽工業中心の市場圏（再生産圏）↓重工業開発への傾斜という氏の想定は楽観論的すぎる。そうした発展経路が、
た
と
え
ヨ
ー
ロ
ッ
．
〈
の
「
産
業
革
命
』
の
過
程
で
十
分
に
証
明
さ
れ
て
い
る
」
と
し
て
も
、
決
し
て
「
必
然
的
に
」
現
在
の
低
開
発
諸
国
に
お
いても同様に生れてくるわけではない。なぜならば、ヨーロッ．〈産業革命期と現在の低開発諸国の工業化にあたっての初期
条件の相違（とりわけ国際環境の相違）が、局地的市場圏のもつ社会的意味の重みを、必ずや蚕食してや童ないからである。
モデル構築の際に初期条件の相違をたとえ「方法的に」でも捨象してしまうことは、そのモデルから現実との緊張関係を奪い
去ることに帰結するであろう。体制の推転という問題をも視野の中にとりこゑつ？しかも国際経済論あるいは国際関係論の
、
観点から理論を再構成する》」となしには、局地的市場圏論は美しいが、しかし死んだ抽象となってしまうのではあるまいか。
6５インド重工業化の経済的帰結
（７）の象ならずインド国内の工業資源賦与量もまた、主に鉄鋼・機械工業および石炭に基礎を腱く化学工業の発展の可能性お
よび有利性を示していた（〔６〕弓・念Ｉ『、〔皿〕弓・凹忠ｌ⑭ｇ）。
（８）マーレンパゥムはインド低開発経済の特徴をヌルクセの言うような「低開発均衡」としてではなく、いぶじくも「不均衡
的低滞状態」（切冨二．目昌：一の。［１－，２巳一一ヶ『冒日）としてとらえているが、その指標として彼は、主要工業における過剰生
産、膨大な失業および不完全就業（とりわけ農業部門）、激慨施設の不完全利用、鉄道用圧延ストックの低利用率等を挙げ
、
、
、
ている（〔幻〕ご・⑭』）。こうした植民地型経済から継承した構造的不均衡は、重工業部門の設立によっての象解決されうるも
のでもなく、またケインズ学派的想定に立った投資量の増大によって解決されるものでもない。
（３）わが国の資本主義発展史の中で一つの中心的なテーマとなった「二重構造」の形成は、こうした観点から承るならば、産
業榊造高度化の理念が均衡的産業櫛造形成の理念を圧倒する形で、あるいは後者の歪染を社会的コストとしつつ、工業化が
遂行されたことを示していると言ってよいであろう。だが現在の低開諸国の工業化にとって一層の問題性を帯びてくる事態
は、かつての後発資本主義諸国の場合には二重構造を生承出しながらもともかくも工業化を成功させた産業榊造高度化優先
政策が、はたして十分な効果を挙げうるように社会的に機能しうるであろうか、という点なのである。
（４）なお近代国家の形成および国民経済建設にあたって、しばしば決定的役割をはたすとぶなされるインドの知識人Ⅱニリー
、
卜に対するソ連型思考の非影響についての実に興味深いレポート（〔ｕ〕）を参照されたい。
（５）この差異とは言うまでもなく体制および政治制度の相違である。西側先進諸国の関心を集めたのは、ソ連の場合には社会
主義体制の下で重工業化を推進したのに対し、インドの場合には「議会制民主主獲」制度の下で重工業化を推進するとい
う、史上に例を柔ない「知られざる大海への船出」（〔８〕で・田）として映ったからであった（〔５〕｝〕百・】】い’い、〔通〕ご・③困
｛（．、〔お〕で．】】罠｛．、〔”〕ｇ・Ｅｌ⑫）。また同様の関心のもとに中国との比較がおこなわれたことも勿論である（〔７〕層・】
ｌ恩〔型〕弓・のｌ『、〔釦〕、〔奴〕など）。
（６）三者の考え方の相違は、一九四四年にあらわれた三つの「民間」計画にも、ほぼ同じような形で読みとることができる
（２）声」の点について、低開発諸国を研究対象とする者に今なお悪魔的な嘘きをやめないのは、Ｆ・リストの植民論である
（〔Ⅳ〕ｇ・目ｌ色）。
（〔幻〕）。
6６ 
第二次計画以後の議論は、投資の規模と配分をめぐって大きな焦
点を結んでくるのであるが、まず投資規模の急速な増大という事実
がわれわれの注目を惹く。インド低開発経済の最大の困難は資本の
不足であり、重工業化を可能にするためには、何よりも資本が創出
されなければならなかった。ところで投資規模増大の要求は、国民
所得の成長および経済発展の速度を決定するものは投資の水準であ
るという理論的想定によって支えられていた。すなわち投資は所得
を墹大させ、有効需要を換起せしめ、投資誘因をつくり出すことに
よって、経済成長が達成される、というケインズ学派的負ロッド
Ⅱドーマー的）想定である。とすれば、投資は大規模であればある
臆
ど
Ｉ
勿
譲
霧
し
う
る
イ
ン
フ
レ
ー
シ
響
ソ
の
範
囲
内
で
ｌ
成
長
率
は
高まる。かくして第四表からうかがえるように、第二次計画は第一
次計画の二○七億ルピー（実績一九六億ルピー）の二倍をはるかに
越える四八○億ルピー（実績四六七億ルピー）を、また第三次計画
は第二次計画を更に大幅に上まわる七五○億ルピー（実績八五八億
ルピー）の公共部門支出を盛りこむことになった。しかしこの投資
〔三〕
大
規
模
投
資
の
社
会
的
コ
ス
ト
第４表公共部門支出の金融
(単位：千万ルピー）
震|鶴ｌｉｉ二i聖景li農if護｢|簿
囑鰯|螂鮠雛４，２３０４，３３０ 571’７１９ ３３５６８２ 13,288 １，９２１ ８５０ 
Ⅱ接助’5211189180011,04912,20012,42312,4351…'2,614
計'2,o6911,96o'４，80014,67217,50018,577…,…'15,902Ⅲ、合
Ⅳ.Ⅱ/Ⅲ（%)’２５ﾕ’9.6116.712Z5129.312a2136.5旧６４１１６．４
出所；Gov・oflndia,BasicStatisicsrelatingtothelndianEconomy
資料；PlanningCommission
6７インド重工業化の経済的帰結
先行型経済成長論の想定は、インド低開発経済の基本的特徴を象あやまっていた。低開発経済の突破を可能にさせ
る
必
要
条
件
は
、
貨
幣
資
本
の
増
大
で
は
な
く
、
実
物
資
本
の
増
大
で
あ
る
。
こ
こ
で
は
古
典
学
派
的
意
味
で
の
原
始
的
蓄
積
が
依
然
としてテーマである〔妬〕。「蓄積せよ、蓄積せよ！これがモーゼであり、予言者である！「｜・ヌルクセの理論に
したがうならば、実質的な意味での国内市場の狭陰Ⅱ国内購買力の不足、すなわち、「市場での交換に供するため
の供給という、古典学派の基本的な意味でも需要の不足「一（〔鋼〕邦訳ご・ｇ）こそが問題なのであって、遊休資源
の
存
在
を
前
提
と
す
る
ケ
イ
ン
ズ
学
派
的
意
味
で
の
有
効
需
要
の
不
足
が
問
題
な
の
で
は
な
い
。
し
た
が
っ
て
こ
の
困
難
は
、
「
貨
幣
的拡張だけではそれを除去できないばかりでなく、かえって諸価格のインフレーションを招くにすぎない」（旨」．．
（１） 
ロ・桿○）。貯蓄の裏付けをもたない低開発経済においては、貨幣的拡張の価格上昇効果はその生産性上昇効果をはる
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のである。ともあれこうした理論的前提に立つ第二次計画が、「明らかに利用可能な資源にではなく、『必要性』に
もとづいていた」（〔“〕▽圏』）と評されるのはこのためである。あらかじめ目標と定められた国民所得成長率（一
九六○’六一年までに二五％の増大）および工業の成長率の達成に必要とされると推定された資本額が、投資規模
の増大として帰結したのであった。いわゆる「資源ギャップ」（肘の８月８ｍｇ）の存在、およびそれがもたらすであ
（３） 
ろう社会経済の歪象に対する関心は、この理論的想定の影にかくれてしまった。かくして第二次計画の全公共部門
支出四八○億ルピーのうち三分の一をも占める一六○億ルピーが赤字財政（貨幣創造）によってまかなわれなけれ
ばならなかった。の承ならず、残り一一一二○億ルピーの計画支出ですら確実な基礎の上に立っていたわけではない。
そのうち八○億ルピーは外国からの援助に期待していたのであり、更に七○億ルピーは公債に依存していた。すな
6８ 
わち、全計画支出の二分の一が赤字財政（貨幣創造）と外国援助に依存していたのである（実績におていは四一一一
％）。これに対して第三次計画においては赤字財政（貨幣創造）の額は下がった（ただし実績においては増加）け
れども、その分篝助の実’第二次計画の二・三倍ｌによってまかなわれたと言凝る．また赤字財政（貨幣
創造）と援助の総計は二七六億ルピーで全計画支出の一一一○％、実績においては一一一五六億ルピーで同四一％であった
（第四表参照）。以上の指標が如実に語るように、経済的自立をめざすべく着手された重エ業化計画は、財政的側面
の逼迫によって、当初から国内のインフレーションと外国援助への依存というコストを払わなければ遂行されえな
いという性格を帯びていた。
さて、公共部門計画支出の財政・金融源としての援助の占める割合は、以上象たように第二次計画以後著しく増
大したが、実績でこのトレンドを各計画期ごとにみていくと、第一次計画期一八億九千万ルピー（全計画支出の
九・六％）であったのに対し、第二次計画期には一○四億九千万ルピー（同、一一二・五＄）と絶対額で五・六倍の
伸びを示した。この傾向は第三次計画では更に強められ、二四一一億三千万ルピー（同、二八・二％）と絶対額で第
二次計画期の二・一一一倍、第一次計画期の実に十二・八倍にも達した。また純国民生産物に占める割合でふても、第
一次・第二次・第三次計画期それぞれ年間平均で、○・四％↓二・一一一％↓一一一・二形と墹加傾向をたどる。次に第五
表で援助国別に承るならば、アメリカからの援助が圧倒的であることがわかる。第三次計画期までの借款。贈与・
商品援助をすべて合わせた総援助承認額のうち五二・○％を、総使用額のうち五七・九％を占める。また各計画期
ごとにふると、第一次計画期には総承認額の五六％、総使用額の七○％、第二次計画期にはそれぞれ六○％、五
五％、第三次計画期には四五％、五九影、であった。この膨大な援助額のうちさしあたって第五表から注目を惹く
ことは、Ｐ。Ｌ・四八○による商品援助（小麦を中心とする余剰農産物輸入の見返り資金をインド政府に対する援
６９インF重工業化の経済的帰結
第５表外国援助の構成；承認額・使用額
（切下げ前の為替レートによる，単位：千万ルピー）
第一次計画
終期まで 第二次計画期｜第三次計画期
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肋とする）が、第二次計画以後アメリカの援助の中心となることである。第三次計画期までのアメリカ援助の総承
認額三○四億八千万ルピーのうち商品援助の占める額は一五九億八千万ルピー（五二・四％）、童た総使用額二六
○億六千万ルピーのうち一四○億三千万ルピー（五三・四％）を占める。各計画期ごとに承るならば、第二次計画
期では承認額の七四％、使用額の七○％を、第三次計画期ではそれぞれ三四％、五一％を占める。アメリカと並ん
で興味をそそるのはソ連からの援助であるが、ここでもまた第二次計画期以後の著しい琳大が眼につく。冷戦体制
下での「南」の諸国をめぐる米・ソの軍事的・政治的目的Ⅱ対立の一つの反映を、これらの援助増大の事実の中に
読朶とることは容易であろう。ともあれソ連の援助の推移を承ると、第二次計画期では借款総承認額一二八億一千
万ルピーのうち一一一一億九千万ルピー（二五％）、借款総使用額七二億五千万ルピーのうち七億五千万ルピー（一○・
一一一）を、第三次計画期ではそれぞれ一○億一千万ルピー／二一一一五ルピー（四・三％）、一一○億七千万ルピー／一九
○億八千万ルピー二○・八％）を占める。またアメリカの援加が民間部門（独占的財閥）、社会的間接資本部門
および商品援助中心型であるのとは対照的垣ソ連の援助は公共部門および重工業部門プロジェクト中心型である
ことが特徴となっている。最後に援助を内容別に承ると、贈与の割合が急速に減少していることが眼につく。第一
次・第二次・第三次計画期の総承認額に占める贈与の割合はそれぞれ、三六・一鯵↓四・九％↓四・七％と、また
総使用額に占める割合は、三四・八％↓一一・二％↓一一一・七％と急減している。
しかし以上のような巨額の援助を受けているにもかかわらず、一人当り援助額をとった場合、インドは低開発国
の中でも最もその額の少い国の一つに属する。こうした事情からして、インドはより多額の援助を受けるべきであ
るという議論Ⅱ提案がなされるＡ兜〕けれども、問題はただ単に援助額の増大によって解決されるような性格の
ものではない。援助がいかなる社会的機能Ⅱ経済的影響を及ぼすかは、援助の内容、性格および援助を受け入れる
７１インF重工業化の経済的帰結
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る現状況（「日韓経済協力」の実態！）を想起すればただちに理解できるように、現在の国際的な政治・経済関係
を所与とする限り、援助額の増大は低開発諸国の直面する自立的国民経済建設の課題を解決する最良の方策たりえ
ない。一九六四年のＵＮＣＴＡＤにおける「南」の諸国の要求、「援助よりも貿易を」は、このコンテクストの中
においては正当性を有する。
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含めた工業プロジェクトが第三次計画期までの総承認額三八○億ルピーのうち実に二八一億ルピー（七四％）、総
使用額二六八億ルピーのうち一七四億ルピー（六五筋）と圧倒的な部分を占め、次に鉄道・電力・港湾・運輸。通
信といった社会的間接資本が承認額で一○○億ルピー（全承認額の一一二影）、使用額で六五億ルピー（全使用額の
三○形）を占め、援助のほとんどすべて（承認額で九六％、使用額で九五％）が工業と社会的間接資本の設立のた
めに配分されていることがわかる。逆に言えば、農業部門および教育を含めた社会サービス部門への援助の配分は
無に等しい。工業化の援助衣存的性格および援助の工業部門への一方的配分という政策は一目瞭然であろう。次に
公法四八○（勺こす一一ＤＰ、弓冷。、すなわち「合衆国農業貿易発展・援助法」ご・の．シ、骨巨冒色目Ｈ匙のＣのぐの一・℃日の員
陣シ叩爵の菌ロロのシｏ庁）による商品援助がインド経済に対して及ぼす影響を承のがすわけにはいかない。Ｐ・Ｌｏ四
八○は先に述べたように、アメリカの余剰農産物（ほとんどが小麦）をインドへ輸出し、その見返り資金をインド
政府へ贈与・借款の形で援助するもので、国内の余剰農産物のはけ口を低開発諸国に求めるというアメリカのナシ
ョナル・インタレストにそうものであった。の染ならず一九五六年八月の最初の契約から一九六七年十二月の契約
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第６表外国援助の用途別配分
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大
量
の
小
麦
輸
入
がインド経済に与える影響は諺すぐれて競争財である食糧穀物生産に与える影響に他ならない。とすれば、それは
確かに一方では人口増加率に追いつかない食樋増加率のギャップを埋めるものではあるが、他方では農産物価格の
引下げ効果をもち、ために農業の発展誘因を低下せしめるような社会的影響を及ぼした（〔⑲〕や画９頭・）。かくし
てインド政府は次のようなディレンマにたちいたった。「諸計画のために非インフレ的財源を獲得するべきか、そ
（４） 
れとも農業のためインセンティブを提供するべきか」（〔顕〕己．②』②）。
ともあれＰ．Ｌ・四八○による食糧穀物の大量輸入は、都市優先Ⅱ農村しわ寄せ型政策としての機能を果たすこ
とになった。しかし注意を喚起しておきたいことは、たとえＰ。Ｌ・四八○援助がきり下げられたとしても、また
それによって農産物価格が何ほどか上昇し農業発展のインセンティブが与えられたとしても、そのことだけでただ
ちにインド農業の直面する食糧不足解消の課題である農業生産性増大の制度的保証がなされるわけではない、とい
う点である。なぜならインドの農業問題はまず何よりも社会問題として（土地改革、大家族制度の改革およびカス
搬卜関係の廃絶）解決されなければならない性格のものであり、農産物価格政策の及ぼしうる生産性上昇効果は、全体
帰郷としての農村・農業政策の一環として位掻づけられない限り、本来の意味をとり戻すことはできないからである。
畷むしろ食糧危機は一層深刻化するとさえ一一一一口えるであろう。価格上昇効果が生産性上昇効果を導き出すためには市場
靴機構の成立が前提条件となっていなければならない。したがってまったく同一の理由によってインフレーションが
錘食糧生産に与える影響を考えることができよう。低開発諸国におけるインフレーションの昂進による貨幣所得の増
ドン大は、低生活水準という事実を考慮するならば、まず何よりも食樋支出の増大に帰結するであろう。そして食糧支
イ
出の増大は食職価格の上昇を導き出す。しかしここで供給側のボトル・ネックに出あって、連鎖のメカニズムはと
３
 
７ぎれる。農業部門において生産的投資のメカニズムが形成されない限り、価格の上昇↓生産性の上昇↓需給の均衡
7４ 
という波及効果は望めない。
さ
て
赤
字
財
政
（
貨
幣
創
造
）
に
よ
る
イ
ンフレ圧力は貨幣需要を過大に換起す
る
こ
と
に
よ
っ
て
、
国
内
的
に
は
価
格
上
昇
の
引
き
金
を
ひ
く
こ
と
に
な
り
、
対
外
的
に
はまさにそのことによってルピーの過
大
評
価
を
引
き
お
こ
し
、
輸
入
の
増
大
お
よ
び輸出の停滞を促進し、準備金の流出
を不可避とすることによって国際収支
の
継
続
的
な
悪
化
へ
と
帰
結
せ
ざ
る
を
え
な
か
っ
た
。
イ
ン
ド
経
済
の
危
機
が
二
つ
の
Ｆ、すなわち「食糧危機「’（｛。。」胃血目
Ｃ鳥厨）と「外為危機」（用・昂〕ぬロのＨ‐
・ゲ自由の且鳥）に端的に象徴されるこ
とは周知のとおりである。第七表およ
び第一図で国際収支のトレンドを承る
と
、
第
二
次
計
画
期
に
お
け
る
重
工
業
化
の
推進とともに輸入の急増↓貿易収支赤
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第１図国際収支の動向
出所；Gov､oflndia,BasicStatisticsrelatingtothelndianEconomy,ｐｐ､108～９
資料；ReserveBankoflndia
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第７表国際収支
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出所；Ｇｏｖ・oflndia,BasicStatisticsrelatingtothelndianEconomy，ｐｐ、
108～９ 
資料；ＲｅｓｅｗｅＢａｎｋｏｆｌｎｄｉａ
7６ 
字現象が起っていることがわかる。しかも貿易収支の赤字は公共部門の輸入急増によるものである。貿易収支↓経
常勘定の継続的赤字傾向によって外貨保有量が急減し、そのために援助がますます不可欠のものとしてピルト・イ
ンされるようになってきたことは明らかである。ところで主要輸入品の動向を第八表および第二図で承ると、大半
が工業化に必要とされる機械・鉄鋼・運輸機器・非鉄金属によって占められていることは十分予測もでき、またう
なずけるところであるが、それと並んで食糧穀物である小麦・米もまた急増傾向を辿っていることをみのがすわけ
にはいかない。一九六○’六一年以後をみるならば、全輸入品のうち資本財・中間財がほぼ五分の三近くを占め、
食紐がほぼ五分の一ないし四分の一を占める（第九表）。つまりインドの工業化は農業生産性の上昇によって支え
られているのではなく逢ったく逆に農業生窪の鍔を所与のものとしてｌあるいは更にその鴬を社会的コ
ストとしつつｌ遂行されたのであった．したがってそれ憾早蝋圓らの市場的限界につきあたり、自らの筒をしめ
（５） 
るという自家憧着的性格を宿命的に担っていた。次に輸出のほうはどうかと一一一一口うと、第十表および第三図から明ら
かなように、六○年後半から目ざましい伸びをふせる金属製品を例外として、茶・ジュート製品・綿製品といった伝
統的な輸出製品が依然として圧倒的で、全輸出品の四分の三ないし五分の四を占める（第十一表）。一方、近代的な
重化学工業部門製品はまだ輸出しうる段階に到達するまではほど遠い。しかしながら周知のようにこうした伝統的
輸出品は需要弾力性に乏しいし、またインド製品の輸出先がイギリスおよびアメリカに一方的に偏重しているため
に、これら先進諸国の成長率の低下による打撃に対してはきわめてフレキシブルである。こうした点から象た場
合、伝統的輸出品に極端に依存するインドの輸出には大幅な発展を望むことはできない。そのためには輸出構造の
転換Ⅱ産業構造の転換↓輸出競争力の強化がなされなければならないであろう。以上のような輸出入の状態に対し
て、インドは第三次計画期まで輸入代替政策中心の貿易Ⅱ産業政策をとってきたが、》」の「内向的発展」をめざす
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第８表主要輸入品
(単位：十万ルピー）
196011961 
～611～6２ 
195511956 
～５６１～5７ 
195711958 
～５８，～5９ 
1959 
～6０ 
1950 
～5１ 
|熱 ８７５６６０７６０２ ９７６８９５０４２６ ３８２５４５（ろ９４４ヶ７９１９９９９Ｊ８９１６９１３０４０６ 『上、。151320 ２，２４４ ８，１７４ 12,9781 １，６３４ ４，１２３ ８，６８４ １，８６９ ４，４３６ ８，４２９ ３，８８１ ２０，７９５ 小麦米原綿鉱油・燃料肥料化学製品鉄鋼非鉄金属機械運輸機器■ロ●●Ｐ■●■■●可■Ⅱ凸一血〆】、『）・ｌｍ－一再』可〉〈（即》【。〃。〈〕（）ｎ〕）（Ⅱ叩》。□Ⅱ一 6,9521 1,2131 賎7,13817,230 
総輸入Ⅷ|`…|…|…|､…１，…|,…■…,|…
196411965 
～6５～6６ 
1968 
～6９ 
1969 
～7０ 
1966 
～6７ 
1967 
～6８ 
1962 
～6３ 
1963 
～6４ 
７
６
１
４
３
７
 
４
７
０
９
８
３
 
８
４
３
４
８
７
 
？
？
３
９
９
，
 
７
５
８
７
４
７
 
３
１
 
！
…
 
９
４
１
１
８
８
２
９
５
３
 
５
７
０
４
１
２
６
８
７
６
 
９
？
９
つ
■
曰
３
０
１
９
２
５
９
８
｛
、
８
８
８
４
６
１
４
 
３
５
８
１
２
２
４
４
４
６
 
３
２
７
９
９
８
１
２
８
８
 
４
８
２
７
５
６
１
４
２
９
 
２
８
９
９
９
？
７
，
，
？
 
８
５
８
３
７
６
８
７
４
４
 
１
 
１
 
３
 
小麦
米 篭
６，８３５ 
４，４８２ 
３，５７９ 
９，７７６ 
６，８３５ 
４１，９５９ 
６，９９０ 
４２，３０４ 
８，１６４ 
５，６４７ 
６，３３８ 
１０，２９６ 
５，４０５ 
13,4841 
３，７５０ 
4,898 
10,449 
３，７６４ 
３，２１１ 
９，３１５ 
５，５０６ 
３６，５９２ 
７，１０６ 
24,1921 
4,0171 
５，８０８ 
６，８６７ 
３，２８６ 
3,404 
10,496 
5,792 
40,427 
７，３４７ 
1１，３０９ 
２，７０１ 
５，６９１ 
８，７９７ 
3,024 
３，８０７ 
８，９０１ 
５，５１４ 
Ｂ
●
■
●
●
●
●
●
■
■
 
可ロⅡ△〔叩〃】ハベ）・句」一戸民）《・里呵〉［ｂＪ。（叩【）ｎ『）、叩）。□■（
H瀬燃illil
肥科’
化学製品
鉄鋼
非鉄金属
機被
運輸機器
9,793110,629 
8,573,8,893 
51,391’４２，２２０ 
６，２２１８，０９３ 
31,533, 
7,2051 
総輸入綴|､…,…|…"|…|…．'…'哩…|…
出所；ＧｏＭｏｆｌｎｄｉａ，BasicStatisticsrelatingtothelndianEconomy，ｐｐ,8２
９５ 
資料；MinistryofIndustry＆InternalTrade（OHiceoftheEconmicAdviser）
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第10表主要輸出品（単位：十万ルピー）
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第11表 輸出の櫛成
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政
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ほ
と
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ど
効
果
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こ
と
な
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、
第
四
次
計
画
で
は
輸
出
促
進
政
策
という「外向的発展「一をめざす政策へと強調点の転換を余儀なくされ
た。が、インド国際収支の継続的悪化（外為危機）は輸出入政策の手
直しによって解決されうるようなものではない。むしろ一定の前提条
件が与えられたならば、インドは一「内向的発展」Ⅱ国内市場開発方式
のほうが突破の客観的可能性ははるかに大きいであろう。外為危機は
重工業化を強力に押し進めることによって生じた「資源ギャップ」の
一つの反映にすぎない。かくしてインド重工業化は、大規模な投資を
要求することによって、インフレーションの昂進と援助の増大を「計
画」し、外為危機と食糧危機を鬼子として生まざるをえなかったので
ある。こうした重工業化の歪象Ⅱ社会的コストは、もう一つの焦点を
形づくる投資の部門別配分をめぐる議論に眼をやる時、より一層根深
いものとしてあらわれ、自己否定的性格をはからずも露呈することで
あろう。
（１）しかしながらヌルクセⅡローゼンシュタイン・ロダンの均衡成長論が
「不況に関するケインズ的分析の一変種から示唆された」とする〈Ｉシ
ュマンの指摘は、十分考慰に価する（〔、〕獣剤勺・臣）。周知のように
ヌルクセは、過剰人口国における農村の偽装失業を潜在的貯蓄力と同一
8２ 
視ずることによって均衡成長論の可能性を導き出し、またそれを基礎にして、資本形成率の増加が消費の縮少を要求する古
典学派モデルとも、消饗も投資もともに拡大することのできるケインズ学派モデルとも異なった、消擬水準を切り下げない
で資本形成を増大することのできる「古典学派的接近とケインズ学派的接近の中間に位腫する消饗・投資間の関係」を指摘
、
、
、
、
、
するのであるが、農村偽装失業と潜在的貯蓄力が決して同義でない以上、均衡成長論に基づく投資需要の増大は実質的には
ケインズ学派的想定に立ったインフレーション容認論に帰結せざるをえなかった。均衡成長論は、結局は「現実逃避的な解
決」にならざるをえなかった、という〈１シュマンの批判は見事仁この議論のアキレスの跡を一言で射たものである。
（２）「生存部門」と「資本家部門」という二部門分割による著名なＡ・ルイスのモデルにおいては（〔響）、資本形成を目的と
するインフレーションは「自己破壊的」（⑯の一（．：い［『月冒の）であると論ぜられる。つまり自発的貯蓄がインフレートされた
投資水準に一致する点でインフレは収束する。そしてその過程においては国民所得の再配分が資本家Ⅱ貯蓄階級に有利にな
るようにおこなわれる。しかし低開発諸国において貯蓄が小さいのは、「彼らがあまりにも貧しい」からではなく、まさに
「資本家部門があまりにも小さい」からであるとするならば、開発インフレは原始的蓄積の強力なテコとして機能しうるで
あろう、というのがルイス・モデルの意味するところであった。だからこのモデルにあっては、利潤によってファイナンス
された資本（ご『・家［，、：『８」８宮［・一）であれ、信用によってファイナンスされた資本（。『＆一【，冒目・の」・息旨一）であれ、一ノ
ウトプットに対する究極的な影響は同一であると詮なされている。しかし彼のモデルもまたヌルクセと同様に、生存水準賃
金で無制限の労働供給が可能である（つまり労働の限界生産性Ⅱゼロ）という「古典学派的仮定」に議論の出発点をもって
いた。ここでは労働供給側での鑑トル・ネックは方法的に捨象されている。だからひとたびこの仮定をはずした場合、イン
フレーションが資本家部門の拡大に帰結するような新しい均衡点に到達しうるという保証はない。ルイスも指摘しているよ
うに利潤（↓貯蓄）増大のペースが国民所得増大のペースよりも速く進まなければ、インフレーションは投資・貯蓄水準が
一致する均衡的に到達することばない。国際関係の捨象（↓国際収支の悪化）という問題は別にしても、「生存部門」Ⅱ農村
からの労働供給側のボトル・ネック、および食糧供給の非伸縮性、更には「資本家部門」における企業者精神の稀薄等々の
現実的諸困難を考慮に入れて糸れぱ、ルイスの言うように資本形成のためのインフレーションが「自己破壊的」であるとは
必ずしも言えないであろう。
、
、
（３）つまりわれわれは低開発経済突破問題に対して、静学的アプローチとしては稀少資源の最適配分という新古典学派的視点
8３インド重工業化の経済的帰結
工業化あるいは経済発展という観点から承た場合、利用可能な資源を計画化によって各部門に適切に配分しなけ
れば癒らぬという低開発薑にとっての至上零使その利用しうる資源量ｌあるいはＰ・ベラの一一一一員う「誓
蒻」（（３））ｌが絶対的に低位であるために、それ相応の社会的コスト葱いずれかｏ部門が何らかの形で支払う
、
、
、
》」となしには達成不可能である。しかも問題を一層困難にしている事情は急速な工業化あるいは経済発展が要請さ
（５）こうしたディレンマから抜け出る客観的可能性はｌ徹底的な土地改革が望めない限り’二つしかない。第一は外鬮市
場への進出であり、第二は地主Ⅱ富農層を中心とする国内市場の上からの拡大である。第四次計画における輸出促進政策と
「緑の革命」への転換は、この間の事情を如実に物語っている。なおインドの対外市場開発の方向を提唱したものとして、
砲〕が興味深い。
（４）一般的に言って、インドのような低資本蓄積国があえて重工業化（大規模投資）を遂行しようとすれば、その資金調達の
手段として国内の貨幣供給増大と外国からの援助への依存の増大とは二者択一的にならざるをえない（これらとトレード・
オフの関係にある課税については後に述べる）。第二次計画ではより多く前者に、第三次計画ではより多く後者に依存して
〔四〕 を生かし、長期（歴史）動学的アプローチとしては資本の原始的蓄積というスミス↓マルクス的視点を導入することが必要
であると考えているのである。勿論前者は後者の一環として組みこまれない限り、その大半の意味を失うであろう。ただわ
れわれが言いたいことは、低開発経済における市場機構の未形成という事実と、稀少資源の最適配分という突破経路におけ
る規範とを明確に区別し、後者を突破理論Ⅱ原蓄論の一環として位置づけようという）」とである。新古典学派における市場
機構の成立を前提条件とした資源の最適配分理論が低開発経済分析にそのまま適用できない）」とはことわるまでもない（。．【．
いた上｝言える。
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間
配
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れていることであって、ここではもはや自由市場形成
による最適資源配分といった新古典学派的想定は、そ
のままでは規範としての社会的意味を喪失する。工業
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す
な
わ
ち
自
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的
国
民
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と
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う
観
点
か
ら
糸
た
場
合
、
経済成長の速度はおそいけれどもさしあたっての経済
的諸困難を解決する方策としてより適切な軽工業・農
業の発展から始めるべきか（雇用の増大の選択）、そ
れ
と
も
短
期
的
な
観
点
か
ら
み
た
場
合
は
少
な
か
ら
ぬ
犠
牲
を
忍ばなければならないが、長期的な観点からみればよ
り
急
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か
つ
安
定
的
な
自
己
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持
的
成
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を
も
た
ら
し
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る
重
工業の発展から始めるべきか（生産性の増大の選択）、
いう二者択一はこうした低開発経済の事情をあの語っ
て
い
る
。
そ
れ
は
そ
れ
と
し
て
、
イ
ン
ド
計
画
化
に
お
け
る
重
工業優先の指標は第十二表「公共部門累積投資額の部
門別配分」によってうかがうことができよう。鉄鋼・
機械・化学・石油・鉱業で公共部門プロジェクトのほ
ぼ九割を占める。だがいかなる形での工業化であれィ
第12表公共部門累積投資額の部門別配分
(単位：千万ルピー）
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ソ
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（１） 
かつた（〔、〕）こうした農工間の関係を一示すた
めには、農工間の相対価格の動向と租税配分の
状
態
が
二
つ
の
大
き
な
規
準
を
提
供
す
る
。
まず農産物と工業製品との卸売価格の相対関
係
を
第
十
三
表
お
よ
び
第
四
図
に
う
か
が
っ
て
み
る
第13表卸売価格の 動向（1952～3＝100）
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第４図卸売価格の動向（]952～53-10の
インド重工業化の経済的帰結8７ 
と、工業化に有利になるような農産物価格の設定という事実を読糸とることは困難である。むしろ一九六一一丁六四
年からは農産物価格のほうが工業製品価格を上まわり、逆シニーレが定着しつつあるとさえ言える。この原因は人
口増加と貨幣所得の増大によって換起された需要がすぐれて農産物の消費となって実現するからで、それは生活水
準の低さと農産物の供給不足を反映したものであると言えよう。しかし農産物の中で最も基本的な食糧穀物だけを
とり出してみると、一九六三’六四年雀で相当の変動があるけれども、工業製品に有利な交易関係が認められる。
が、ここでもまた六四’六五年以後は逆シニーレの傾向が承られるようになる。ただし全商品に対する食樋穀物の
相対価格が一貫して低くおさえられていることは注意を要する。これは先ほどみたＰ。Ｌ・四八○による穀物輸入
の影響によるところ大であろう。ともあれ農産物の相対価格の動向から判断するかぎりでは、それは工業化の推進
にとって促進的であったとも抑制的であったとも断定しかねる。また食糧穀物の相対価格だけからみれば、第二次
計画期および第三次計画期前半にかけては耕作者にとって不利であったと言えるけれども、だからといってこの事
実がただちに工業化のための強力な価格政策の有効性を意味しているなどとはおよそ言いえない。それはむしろ都
市における生活水準の悪化による暴動の勃発をおさえるためのすぐれて政治的な措置としての色合をもっていた。
（２） 
鑿
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・
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生
活
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の
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蠅
（３） 
び篝潜在失業裏のより一層の増大ｌを一方で惹起し都市優先政策をとりつつも（〔蕊〕）、しかもそれでいて
農業部門から工業部門への資源（経済余剰）の移転およびその生産的投資としての使用は、価格政策の観点からみる
かぎり、ほとんど顕著な動きを認めることはできない。しかしそもそも市場経済が十分に発達していないインド社
会においては、価格政策の有効性そのものが限定されていると言わなくてはならない。が、それはともあれわれわれ
はここで再びルイスの二部門分割モデルにおける発展不能のケースを想い出して象よう（〔型〕己．」困串・）。資本家
8８ 
部門が食魎を生産しないとすれば、その部門の拡大は、食紐需要の拡大↓資本家生産物（工業製品）に対する食搬
価格の相対的上昇↓利潤の低下へと連鎖して発展は不可能になる。他方、生存部門がより多くの食糧を生産すると
すれば、工業製品にとっての交易条件の悪化という状態からはまぬがれるけれども、実質賃金の上昇元イスのモ
デルでは、資本家部門の賃金水準は生存部門の生活水準によって規定される、と想定されている）↓利潤の低下へ
と連鎖してここでもまた発展は暗礁に乗り上げる。資本家部門にとっての交易条件の改善が生存部門における生産
性の上昇を償ってあまりあるものとならないかぎり、こうした「前門の虎、後門の狼」（ず。岳の目一一口目ｇｏ宮ｑｚ－ｍ）
というディレンマから抜け出すことはできない。価格政策（相対価格の動向）から判断するかぎり、インドはこの
モデルの示唆するような発展不能のワナに陥る危険性は十分ある。経済発展（工業化）の始期においては、「工業
フ
ァ
イ
ナ
ン
ス
化に資金供与するのは農業である」（旨」・》石・』②←）というのが鉄則であるとするならば、われわれは次に農業への
工業の依存関係を理解するために両部門への租税配分の状態へと眼をやらなくてはならないであろう。
おそらくここで理論的に想定されうる結論は自明である。急速な工業化推進のために農業部門に犠牲を強いるよ
うな重課税政策がとられたにちがいないｌ繼民は常に「シジフ識ス的労苦」に耐えねばならぬ！と。と言うの
は他でもなく後発国が急速な工業化に乗り出そうとする時には、農業部門から工業部門への経済余剰の強力的移転
が、とりわけ農業部門に対する重課税という形をとって、国家の手によって推進されるということは、ソ連および
（４） 
日本の経験が坤吟のうちに語ってやまないところだからである。だがインドの現実はこの理論的想定をくつがえ
す。ｖ・Ｐ・ガンジーの詳細な実証分析によるとＲｕ〕）、驚嘆すべきことにインド工業化は租税配分の観点から
（戸ａ）
承るかぎり推進されていないばかりでなく、まさに逆の様相を一不している。第十四表「農業部門および非農業部門
における租税の配分」をゑていただきたい。租税の七割を負担するのは非農業部門であり、農業部門は逆にわずか
第14表農業部門および非農業部門における租税の配分
(単位；千万ルピー）
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三割を負担するにすぎない。国民総生産の五割あまりを
農業部門が占めるという事実を念頭におけば、この租税
配分が農業部門にかなり有利であることがわかるであろ
う。しかも年を追うにしたがってますます農業部門に有
利になっていく傾向をあらわしている。更にもう一点顕
著な特徴を示すのは租税の中心が間接税（およびそれの
増大傾向）にあることであり、しかも間接税の占める割
合は農業部門（ほぼ六五’七五彩）のほうが非農業部門
（ほぼ五○’六五％）よりも一○’二○％多いことであ
る。農業部門に対する租税の圧倒的部分が間接税によっ
てまかなわれているということは、いまだ貨幣経済化さ
れていない農業部門の潜在的経済余剰を生産的に動員し
ようとする際に、一つのボトル・ネックになりうる。こ
うしてみると資本主義経済（あるいは原始的蓄積）の進
展という観点からみるかぎり、インドの租税構造はそれ
を積極的に推進する機能をはたしているとは言いがた
い。次に第十五表で一人当り所得に対する平均課税率の
動向を部門別に染ると、農業部門のほうが四’六％で
第15表農業・非農業部門における平均課税率
(単位：ルピー）
農業部門 非農業部門
課税率藻人当&|蔬人当糾課税率一人当り課税 蔬人鶚Ｉ
;U 
jj 
『
上
ワ
軒
、
。
４
一
戸
○
く
り
７
（
己
。
〉
（
Ｕ
１
ワ
】
戸
、
吟
Ｄ
Ｆ
Ｄ
戸
Ｄ
Ｆ
Ｄ
Ｐ
Ｄ
Ｐ
０
Ｐ
０
ｌ
Ｄ
６
戸
。
〈
ｂ
一
一
一
一
一
一
一
一
一
一
一
一
０
『
よ
２
３
４
４
Ｆ
。
６
庁
Ｊ
（
ひ
９
ｎ
Ｕ
１
Ｐ
ｏ
Ｆ
Ｄ
Ｐ
Ｄ
戸
Ｄ
Ｐ
ｂ
Ｐ
Ｄ
Ｐ
Ｄ
（
、
戸
、
戸
。
〈
ｂ
（
ｂ
９
０
〉
９
ｑ
）
９
９
０
）
ｑ
》
９
９
０
〉
９
弔
上
１
▲
『
上
１
《
『
上
１
▲
勺
上
『
１
っ
上
『
上
『
上
１
△
７
０
２
６
９
 
●
●
、
０
０
７
８
８
８
８
 
3．６３１ 
３．８１， 
２
８
７
４
０
４
６
２
７
８
９
２
 
□
□
■
●
●
Ｏ
●
●
●
●
●
Ｐ
 
６
１
７
７
９
８
４
３
５
２
８
５
 
３
４
３
３
３
３
４
５
５
６
６
７
 
『
上
ｎ
ｕ
ｎ
凸
Ｒ
）
【
Ｊ
’
４
つ
上
〔
５
（
ひ
ｑ
〉
ｑ
〕
７
０
１
４
２
９
』
２
３
Ｐ
Ｃ
７
７
Ｒ
）
２
６
Ｊ
４
４
４
－
４
４
４
４
４
５
４
。
〔
Ｏ
Ｐ
Ｄ
８．８１ 
９．５０ 
８．９３ 
ａ７４ 
９．１３ 
８８５ 
９．８９ 
11.37 
11.65 
12.85 
13.02 
13.21 
３
０
８
７
５
７
８
 
０
０
０
３
０
２
４
 
●
Ｐ
Ｃ
■
■
●
白
４
４
５
５
５
６
５
 
－
０
６
４
戸
。
ワ
』
４
７
０
６
■
■
●
■
●
●
 
ｑ
）
（
Ｕ
ワ
】
ワ
］
ｑ
）
３
３
■
１
・
１
１
－
勺
人
１
１
5.93 
5.61 
5.90 
へ
出所；１４ｐ､５６Tab]e､２
￣ 
第１6表中央および州政府の部門別支出逆業そしあ
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9２ 
するこの奇妙なまでの無関心は、一つには計画化へのケインズ経済学的思考の浸透（赤字財政論）に、一つには
「民主主義」的政治制度Ｉ「福祉国家‐｜の理念の浸透のもとでのソ連重工業化政策の一面的理解（農村収奪論の欠
落）に、そしてなによりも一つには農村社会における前資本主義的諸関係の温存Ⅱカスト関係によって支えられた
地主Ⅱ前期的資本層による農村支配（土地改革の不徹底）仁帰因する。
プ
ラ
イ
オ
Ⅲ
テ
イ
ところで投資の部門別配分に関する優先順位の問題を、経済発展の経路に関する歴史的モデルの選択という発生
史的な問題としてとらえ返すと、以上ゑてきたようなインド麺工業化政策の歪承あるいは盲点が低開発経済突破問
題に対してもつ歴史的意義には測り知ることのできないほど大きなものがある。なぜなら諸開発理論Ⅱ政策は常に
先進諸国の一定の歴史的経験を意識的にせよ無意識的にせよ前提しているからであり、それらが提起する論点は絶
えずいかなる形であるいはどのような意味で先進諸国の経済発展の経験を抽象するのかという歴史意識（あるいは
歴史無意識）と密接に関連せざるをえないからである。その際低開発諸国が選択すべきモデルとしてクローズ・ア
ップされてくるのは、ヨーロッ，〈先発国型（あるいはイギリス川アメリカ型）と非ヨーロッ。〈後発国型（あるいはロ
（｛Ｊ） 
シァー日本型）である。インド重工業化政策の盲点は実にこの両モデル構築のあいだに横たわる視角のズレⅡ死角
に対応する。この視角のズレは、どちらを選択するにせよ、両モデルともに工業化あるいは経済発展の成功の諸条
件の象を探究する姿勢に立っていることに由来する（立身出世的歴史観！）。逆に言えば、工業化あるいは経済発
展を推進するにあたって支払わざるをえなかった様角な社会的コストの理論化に対する関心の欠如が、低開発経済
開発理論Ⅱ政策としての両モデルに対して等しく楽観論的な色彩を与えているのである。現在の低開発諸国におけ
る工業化の諸条件を探る上でアリァドネの糸となるものは、そもそも工業化のたゑの社会的『ストを支払うことが
できるのか、またもし支払いうるものとすればいかなる形で可能なのか、という諸条件を染きわめることである。
9３インド重工業化の経済的帰結
この点に対する関心を欠如した工業化モデルが開発政策として低開発諸国の現実に応用される時には、そのモデル
のもつ社会的意味は変質せざるをえない。なぜならそうしたモデルが前提している歴史的諸条件は、低開発諸国に
おいてはしばしば解決すべき諸困難そのものに他ならないからである。インドが工業化を開始するにあたって範例
として注目をあびたソ連工業化の経験は、重工業化の推進Ⅱ自立的生産基盤の確立としてポジティブな明るい面だ
けが一方的に肥大化されて受容されたのであり（。｛・〔３〕、〔、〕）、その循の反面としての亜工業化を可能になら
しめると同時に、他方で憾霞誉に重工業化のために支払わざるをえなかった社会的雲という闇の部分ｌとりわ
け鍵民の収奪とう‐リン主義への転化ｌをも作り出すことになった社会的分業の展開水準に対する關心は橇と
んど皆無であった。資本の創世記においても光は闇の中から生れたのである。しかも工業化を開始するにあたって
ロシアはインドよりもはるかに発展水準は高かったい一人当り所得はインドよりも六○＄高く、鉄鋼産出量はイン
ドの五倍であり、全人口に占める通学生従数の割合はインドが一影以下なのに対しロシアでは八＄であったと言う
（勺．Ｏ・三島巴目・房・◎辱の」】ロ〔８〕）。また一九五五年のインドの一人当り食櫛消費量は、一九一一八年ソ連のそれの
わずか一一一分の一にすぎない（〔犯〕で．Ｅ←）。こうしたごく不完全な初期条件の相違を示す指標を比較しただけです
ら、インドにおいてソ連型重工業化を推進することがいかに不可能に近いかを理解できるであろう。インドでは大
規模な重工業化に十分耐えうるだけの高度な農業生産性水準（農業部門における経済余剰）がないのである。先に
ゑたところでは、租税配分の観点からみた場合農業部門は非農業部門に対してはむしろ有利な関係を示していた。
ここからしてしばしば農業部門における潜在余剰を生産的に動員し、工業化を促進するのためにより多額の租税を
農業部門に負担させるべきであるという議論がなされる（〔ｕ〕〔、〕）。一見説得的な提案であるように見えるが、
ただアカデミックな解決法としての染受け入れることができる。なぜなら農業部門における潜在余剰の非生産的役
9４ 
資および消費の原因は誠地主Ⅱ高利賛の前期的資本による農村支配に帰すべきものであって、農業部門に重課税を
かければ工業化はよりスムーズに展開しうるといった性格のものではないからである。それどころかインド農村は
再度白骨に埋まるかも知れぬ。問題はむしろ農村内部において生産的投資をなしうるような制度的諸条件をととの
え、農業の生産性そのものを上昇させるメカニズムを創出することにある。土地改革を中心とした「農業革命」が
先行しないかぎり、重課税政策は農村をますます疲弊に追いやるだけで農業生産性は上昇しえないし、ひいては工
業化そのものの刎死になりかねない。こういう状態では、インド重工業化の社会的意味はソ連にその範をとりなが
らも当初からまったく異なったものとならざるをえなかった。かくしてインド重工業化に対する最も呵責ない批判
は、まず「正統派経済学」の立脚点からなされたのであった。
その批判の論点は多岐にわたるが、主論点の一つは今まで述べてきた投資の規模と配分に関するものであり、基
調は「発展は農業に始まる一という点の確認にあった。この主張の合理的根拠は国際分業（比較優位）Ⅱ自由貿易
論的観点から、あるいは技術選択Ⅱ雇用政策論的観点から、あるいはまた反インフレⅡ財政・金融論・価格政策論
的観点から等鐵’一一一一国う霞でもなく資本不足・労働力過剰型低開発風では資本節約「労禦約型発展が鑛適である
という要素墜論を中心にして相互に関連しているｌ様蕊であるが、発展は鑿より始まる（あるいは工業化砿
農業部門に依存する）という点を主張するかぎりでは、インド重エ業化の盲点を見事についたものであった。しか
し低開発経済の困難はここに尽きるのではない。むしろここから大蛇ハーフナーの如き深淵のロを開くのである。
すなわち低開発経済からの突破を真に困難にしている事態は、急速な工業化が要請される状況の中で農業からの
発展が順調に工業化へと展開しうる客観的可能性が極小であること、およびこの先進国型経済発展の経路に対する
信頼がもはや失われてしまったという点にある。逆に農業からの発展は国際分業（「新植民地主義」）という先進諸
9５インド重工業化の経済的帰結
や
、
、
国の利害関心のわく組みの中へと絶えず逆編成されてしまい、そうした場合、農業からの発展は遂に換骨奪胎され
、
、
、
て農業だけの発展として肥大化し化石化しつつ、工業化の前提条件を形成しないばかりでなく、国民経済の存立そ
（ロＵ）
の山）のをすら危機におとし入れるであろう。ソ連重工業化に範をとる「正統派経済学」によって批判される側が、
国内の社会的分業の発展水準に関して、その歴史的モデルとの初期条件の相違を分析の枠組糸の中に意識的に取り
入れることができなかった（国内的契機の欠落）のと同様に、イギリス工業化に範をとる批判する側も、先進諸国
と現在の低開発諸国との工業化を開始するにあたっての決定的な初期条件の相違となる世界史的意味での段階落差
－－－低開発諸国の突破をめぐる問題が、まず何より⑩も世界的広がりをもつ「南北問題」として現象することを想起
されたい－－－を分析の枠組糸から取り去ってしまっている（国際的契機の欠落）。低開発経済突破の諸条件を理論
的に模索する本来の土壌は、楽観論的な両モデルの地平の彼方にある。
（２）〔４〕の推計によると、「段低生活水準」を政府関係研究者の調査による月間一人当り消費者価格二○ルピーよりも低く見
積って十五ルピーとしても二九六○’六一年価格。ただし保健・教育費は除く）、最低生活水準以下の農村人口の全農村
人口に占める比率は、一九六○’六一年Ⅱ三八％に対して一九六八’六九年Ⅱ五四％へと激増している。絶対数で言えば、
一億三千五百万人から二億三千万人への増加である。
（３）失業・偽装失業（あるいは不完全就業）については統計の不備および概念の不明確さのために正確な数値を得ることはで
き
な
い
け
れ
ど
も
、
失
業
者
数
が
第
一
次
計
画
終
期
に
五
三
○
万
人
、
第
二
次
計
画
終
期
に
九
○
○
万
人
、
第
三
次
計
画
期
に
は
一
二
○
○
万
人
へと急速にふくれ上がっていく傾向が指摘されている（〔⑲己。
ところで偽装失業は、先に触れたようにヌルクセによって農業生産性を引き下げることなく労働力を農業部門から工業部
、
、
、
、
、
門へと生産的に動員し、「貧困の悪循環」を断ち切りうる潜在的貯蓄力として積極的に評価されたのであるが、インドの現
（１）農業部門における経済余剰というのは、。〈イャーズの指摘するように、食樋および原料よりなる実物的余剰と金融的余剰
より櫛成されている。
9６ 
、
、
、
、
、
、
、
実に引きつけて）」のモデルの社会的意味を考えて承ると、次のことが指摘される。すなわち、ヌルクセ・モデルは雇用機会
の創出こそが低開発経済の困難解決策として工業化の方策に対する関心を呼び起したが、それは同時に農業部門の発達に対
する無関心をも呼び起した。彼の言う「均衡成長」論はもっぱら需要の面からとりあげられているが、そこで』も強調点は工
業製品（相互間）に対する需要の創出へと移行し、工業化の進展に伴って生ずる食糎需要の増大に承あう供給量の提供とい
う問題に対しては、きわめて楽観的であった。「国家によって強制されたなんらかの形での集団的貯蓄が、偽装失業に暗に
含まれている潜在的貯蓄力の動員には欠くべからざるＪものだ「（〔羽〕残留ロ・国）という指摘はあるけれども、「ｊ小）し生産的
小農民が役に立たない扶養家族・・…・を資本計画の仕事へ送り、しかもなお扶養しつづけるならば、その際には彼らの実質上
の貯蓄は有効な貯蓄となるであろう」、したがって「偽装失業の資本蓄積への利用は、その体制自体の中で賄われるであろ
う」（で．Ｂ）という理論的想定からして、腱業生産性そのものの上昇は必ずしｊも必要とされなかった。つまりこの理論臆、
工業化の進展にともなって偽装失業問題は必然的に解決されうると想定していた（これが他ならぬインド・プーブナーたちの
考え方であった。。．｛・〔７〕で・望）。だがインドの現実はこの想定と矛盾し、失業・偽装失業は逆に蝋大している。しかしなが
らこうした事態に対しては次のような議論も可能である。第一、失業・偽装失業の増大は工業化の進展が相対的に遅かったか
ら起ったのであって、より急速な工業化が遂行されれば問題は解決する（いわゆる戻匡、’壱一色目の局冨の立場）。第二、工業化そ
のＪｂのに問題があるわけではなく、資本集約的Ⅱ労働節約的な重工業化が問題なのであって、より労働集約的な工業化方式
へと転換すればおのずから失業問題は解決する。したがってどちらの立場をとるにせよ、失業・偽装失業の増大という現象
からただちに「潜在的貯蓄力としての偽装失業」論の有効性を否定することはできない、と。が、ポスタンの指摘によれ
ば、イギリス産業革命に先立つ農業革命は、第一に増大する人口に対する食紐の供給、第二に工業製品に対する国内市場の
拡大、第三に工業部門への労働力の供給、をはたしたという（〔狙〕）。以上の議論で欠落している、あるいは前提としてい
るのはこうした意味での艇・工関係である。第一、人口増大のもとでは食廠の供給は農業生産性の上昇によってのみ確保さ
れる。つまり偽装失業者の労働の限界生産力Ⅱゼロの想定はあてはまらない。またたとえあてはまったとしても「余剰」食
極は避村内部で消費されてしまうであろう。ヌルクセの理論では、農村における極端な低生活水準という基本的要因が抜け
落ちている。第二、工業化の一方的進展がただち椹農村市場の拡大をもたらすわけではない。ここでＪい）また艇業生産性の上
昇↓避民所得の増大という実質購買力の拡大なくしては、工業製品の販路は開けず過剰生産に陥るだけである。第三、偽装
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失業の存在は遊休的な産業労働力（産業余備軍）の存在と同義ではない。偽装失業が産業労働力として再形成されるために
は、一連の社会的陶汰の過程（広義での教育）を経なければならない。
（４）国家による経済的余剰の強力的移転という事態は、しかしながら後発国の糸に特有なものではない。先発諸国もまたこう
した苦悩の一時期を通過しなければならなかったということは、周知の如く「資本論」原始的蓄積における「暴力的槙杼」
のテーマであった。「古典派経済学は、富の産染の苦し象については、瞬時も見誤ることばなかった」というマルクスの一
句は、今なお洞察の輝きをやめない。
（５）税の綴鱗は以下のとおり．まず中央政府税（国税）は、①直接税ｌ｛・一宮……三○：……一・一国澪……
冨〆》（」｝向咳目の：ご》〈・）ヨの画一Ｓ［§（【）Ｑ｛［冨〆》（、）、〔ロ日已：。」『の四鷺国二・口』巨二の⑫》（一］）Ｅ己門のぐの目ので、側と⑪で直
接税のほぼ九五％を占める。②間接税－－（四）旨や。『【」貝］．（ワ）ロロ】。ｐの〆の『○一の①」目の、》（・）弓受・ロ旦一：］図いいのご伽の『い》
－１－。…で、⑥と側で間接税のほぼ九九を占める．次に州政府税（地方税）憾、①直接税’一・一伊豐……一・一…
２日『画一旨８日の冒〆》（。）弔閂。｛ｍｍｍ－ｏ曰［受．（ロ）同切ｇ［の』具］》（の）の冒日勺⑭ｐｐｑ『①碩一［『罠】。ｐ」巨二の⑫轡（（）ご『ず目】ヨョ◎ぐ：｜の胃Ｃｐご
圖溌で何が輝艤六○％を占める．②闘接税賦’一露一ｍ圖一…；一・一○…｜鬮一：謡・｛・）、騨一……ヨョ。（……．
（』）言。［。円く”臣・一の⑬旨×．｛の）向ご［・『［画一コョの貝ニロミ・口［：（（）○二一の『“で、②と仰でほぼ七○％を占める。
（６）注慰窪換起しておきたい点は、インドの綴税率そのものがｌ部門を問わずｌ先進鰭鬮と比較した場合、ばるかに低い
ということである。政府の資金調達方法として、課税に多くたよらず、インフレーションに多くたよるという事実は、イン
ドが一つの「軟弱国家」（、。｛庁：肩）であることを示している。インフレーションは「他には何も実施することのできぬ弱
い政府でも実施する一」とのできる課税」（Ｊ・Ｍ・ケインズ）に他ならぬ。
（７）後発国型をロシアⅡ日本型として把握することは、勿論両者を同一のものとして承なすことではない。ただヨーロッ・〈先
発国型と比較した場合に、それら先発諸国の強力な側圧を受けつつ本来のヨーロッ．〈文明の外部で急速な工業化をなしえた
両国の経験が、ネガティブな意味で後発国型として同一に分類されると言うにすぎない。あるいはよりポジティブに言うな
らば、国家主導型重工業化中心のいわば「上から」のエ業化類型として把握できるということである。なお「緑の革命」唱
道下で最近わが国の工業化に対する関心が、そうした工業化を可能にせしめた農業生産性および教育水準の高さに集まって
きている）」とは注意に価する。というのはこうした問題関心への重点移行は、日本の工業化をヨーロッ．〈先発諸国の経験の
9８ 
インド重工業化計画の経済的帰結はいかなるものであったか、要約しよう。資本蓄積の絶対的低位のもとでの重
工業化の推進は、貨幣創造と外国援助を計画支出の二つの主要な財政・金融源とせざるをえなかったのであるが、
それはインフレーションの昂進と援助への依存を不可避のものにした。の糸たらず資本集約的Ⅱ労働節約的璽エ業
部
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方へ引きつけて解釈しようとするものであって、そのかぎりではわが国の工業化は先発国型工業化の－．戸ラリーにすぎな
いものとして位腫づけられるからである。
（８）東南アジア諸国を「内向」型（ビルマ、インドネシア）と「外向」型（マラャ、タイ、フィリピン）とに分け、前者の経
済的低滞と後者の高発展率とを比較し、第一次産品輸出主導型発展の意義を強調してやまないＨ・ミントの議論（〔西）の
、
、
、
、
、
弱点は、第一次産品輸出の増大↓外貨独得↓高成長率の達成という事実と外貨獲得↓工業化の進展（産業構造の転換）とい
う事実とを直接的に連結してしまうところにある。経済成長の達成（国民所得の上昇）という事実は、一定の国内的諸前提
条件が形成されていない場合には、必ずしも産業織造の転換（工業化）を呼び起すものにはならない。植民地型経済構造の
継
承
と
い
う
社
会
的
コ
ス
ト
を
甘
受
す
る
時
に
の
象
ミ
ン
ト
の
議
論
は
正
当
化
さ
れ
る
。
〔五〕
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わらず第一次産品・消我財輸出Ⅱ生産財輸入という貿易概造には基本的な転換を認めることができない。それどこ
ろか工業化の強調の循の反面としての農業部門の無視は、人口増加率に追いつかない食樋琳加率という現象を引き
起し、食温穀物輸入の急激な上昇を不可欠なものとし、インド経済の対外依存的性格をますます構造的に定着せし
めることになった。貿易構造の観点からふるかぎり植民地的性格は克服されていないと結論せざるをえない。しか
しながら次のような議論も可能であろう。すなわち、いかなる国であれエ業化に着手する際には当面のあいだ先発
諸国からの生産財の輸入と金融的・技術的援助への依存の過程を経るものであって、インドの場合もこうした歴史
上広く染られるエ業化の経験の例外ではなく、産業柵造の高度化に伴ってやがては生産財輸出型貿易構造へと転換
しうる。外為危機および食紐危機はこうした工業化の「生みの苦しみ」としての経過的な諸困難にすぎない。した
がってこれらの諸困難からただちに植民地型経済構造の継承↓低開発経済の構造的定着という結論を導き出すこと
はできない。いやむしろ長期的観点からふるならば、インドの重工業化は依然として自立的国民経済建設の方策と
しての意味を何ら喪失していない、と。だがこの議論は貿易構造の転換能力を過大評価している（国際的契機の無
視）か、あるいは産業の構造的転換のための基礎的諸条件を不問に付している（国内的契機の無視）か、どちらか
である。インド低開発経済の底流は国内市場の狭臘Ⅱ原蓄の未完であってこの課題解決の鍵は「重工業化」にあ
るのではなく「農業革命」にある。インド社会の財閥型独占Ⅱ地主・高利債資本による前期的支配の櫛造が揚棄さ
れないかぎり、そうした磁場での重工業化の推進は低開発経済の構造的定着として帰結せざるをえない。インド低
開発経済工業化は、まさに国民経済の自立的形成の断念という血の契約を悪魔と結ぶことによっての象遂行ざれえ
たのであった。が、木はその実によって知られるものであるとするならば、こうした重工業化の経済的帰結をあえ
て「逆説的な」と形容する必要はないのかも知れぬ。
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〔羽〕冨凹一目ゲ凹巨ヨヨミ・曹甸『。⑫己の。厨【Ｃ『閂己』旨ロ」ｎ月一．己ョ：【》シ’－２年ロョョヨ》后巴
〔卯〕………》閂ロ』冒俸○三日帥８回［『②切厨目」のぐの一○宮ロのロ〔固のＨ［Ｃ『日：８》レョ①『一目二両８口○口】一○尻の『一の乏藝」巨二のご＄
〔虹〕二一〔【四》少．。『受ず臣『二のロ［日】■」旨口緒ユ２－臼『Ｐ旨》□『由一ケ色昌一詞・〕岸］・］．、ご目、｜の『のユ、．》シ」ョご】鼻『具ヨロ影の、〔）一】○ご一ｏ
ユのぐの｜◎で目９斤旨月旦一色．□邑宍のご・句・》后団
〔型〕富国具国・》同８：ョ一・房①ＣＱ陣晏の目」の『」⑮ぐの一．ごａ８目【『－８。ｘ｛Ｃａご・宅．》』②己（渡辺利夫他訳、低開発国の経済理
論、東洋経済新報社）
、
ｊ
〔調〕………》同８口。目一○（ず８ｑ庫《ず⑦Ｅロユのａ、『の一○百⑦ユ８巨員ユの、》』９ｍ冒眉
、
』
ｒ
Ｌ
、
診
〔鍵〕………》ショー員の『官の【四二Ｃ口。｛の８コ◎曰】Ｃ宮の安菌ａｐの、⑫】ｇ』》旨】俸冨
ｒ
Ｌ
ｒ
Ｌ
 
、
Ｊ
〔鋼〕………》弓与のご季『色『」伜〔ずの。ニラ藺己‐］。◎寿旨、８皀員ユの⑫。【⑩Ｃ色【ずの回、（』⑰旨．］垣臼。ご眉ｒＬ
 
〔妬〕三胃」四一）の．】少⑫旨口』国目色函色口ごＰ昌円］】ロ８【一】のご◎ぐのＨ匂。（回国二Ｃ曰、。“ご◎一ｍ．》宅のご血昌百国。。【い》ご患
Ｐ計【奮
波密店）
所収）
」①『杵
Ｊ
 
宍巨目の｛い）、．》ごロユの『」⑩『の一○℃の」８巨員『】の功俸冒？】ロ」届、庁同旨一ロゴ儲の一．芹ラの旦箇■８」８巨口〔己のい〕」①農旨】
Ｊ
 
く
いの三一ｍ．シ・図向８：ヨーＣ』の『の－．℃目のロ斤君】忌巨ロ一一ヨー［＆目で壱一一の⑫。【一興ず。日》后農】口揖ｆ
 
い⑩重一切》］・勺・壜ｐ巳の【Ｃ己唾】⑫】ロ冒旦旨坤の８■○ヨー。」の『の一○℃目の員庫缶目①己、：ご◎一一○瑁曹国『：云一呂切》】坦冨
Ｊ
 
ｐで［。ご雪冒・》ぬ［『色［の巴（目色、１２一日『の即自『ず：匡騎俸目『色一℃一目己ロｍ・一口・ｇｆ
 
ｐｍ【》司己＆『－，弓》ワーのし。宍①２円｛色畷目碩・」】の侭君臼砲君胃厨冨［［巨己１コのシ色⑫：且日目ｍ・岳怠（小林昇訳、艇地制度論、岩
四一『ぬ｝旨〕：〉少・○》弓庁の骨皀の巴。｛の○・口Ｃ目・」のぐの一・ロョの二｛》爵一のＣ・石・・屋留（麻田四郎訳、経済発展の戦略、巌松堂）
閂。」一曲》の。『の冒冒の口［Ｃ｛。日毎の守畷斤蜀『⑩竜８『己－，口“、」『飴（〔。Ｅ二旨のご』②白
戸“恩蚕・国。】の三（板垣与一）、アジアの民族主義と経済発展ｌ東南アジア近代化の起点ｌ、東洋経済新報社、一九六二
戸。》の汀Ｃ一再（伊藤正二）、独立後の独占資本の発展と経済的従属（中村平治編、インド現代史の展望、青木書店、一九七二、
異【Ｅ、冒忌律の８目日后酉◎君｛す冒旦冒詐宅鼻一甑冨ご鮠】貝の【ずの旨。価与巨一ｍ》の８『、のシ一一自陣ごロー「旨》
■
 
● 
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Ｊ
 
〔媚〕両目》ぐ・【・幻・ぐ・》『二『の閂日⑥員萱閂口８日の俸忌①目色一二℃｝｝①『冒目巨己ｑ‐」⑥ご句－．℃＆①８目目］》】①忠》ご』に
〔妬〕宛Ｃ⑫の口禺の冒宛◎邑自》可・ｚｊＺＣ篇ｍＣｐ岳の（ラの。『竜。〔夢の（《囚、句白骨》》】日四・ｍ・向一一一⑫巴・》向８二．ヨーＣ二目の一○℃目の貝｛Ｃ『
Ｆ昌旨ショの『－８．の（・冨閂二目勺思い、》】や臼
〔灯〕詞・の庁・君・ョ・言・》目：百ｍの“・〔の８国・昌一。、『・竃［す。ｐ・ロ－８日目目勗（目昌一｛の閂ＰＣ“ヨヶ『己、の□・田・》巳巴（木村健康他
訳、経済成長の諸段階、ダイヤモンド社）
〔妃〕、：》用・》閂且冨律晏の目閏斥図・｛ｍ・巨忌庫ｍ・貝写の画、（しめ旨》両８コ・目・騨弓・冨目一三の⑦宍一『・ぐ日「頚】・眉》農巴『⑭
〔⑲〕のプの己。嗜簿団・河・》目」旨曰の８回。目一ＣｂＣｌ】。］・勺。石巨一色『で凰汚②：四口》后９Ｊ
 
〔卯〕の一一『の『日：》］・】『胃目一二日四（の◎ず）の。二：。｛ｚのテコ】）いめ。ｎ国一房目》旨＠Ｋ
 
〔副〕、冨苛①》○・四・【・庫少・目・Ｐ３目。員写》閂。」冒俸宅色面晩冒口沁一目」）宅８℃一⑪痔の８皀。目琶・□己『⑦厨】豆弔忌、山》⑭ａの」己・〕］②ｓ
〔“〕両目、：汀『》□・宍・）而○ぐ曾口陣８℃】３］』の『の一○ョ目斤ご閂ロ」置叩８貝の目石Ｃ『凹旦】ロ『の⑪庁ョ２斤ロ呉芹の『ロ晩ご『Ｃケーの三⑬序已一＄ヨニゴ甲
■
 
■ 
〔訂〕………》。：』宜色、四Ｈ己】２－－】ずの国一】ごｇご》シ顕色】ロ⑩庁〔ずのい｛『の四目皿。『三目］の⑫困房◎二の８口○日】易・弓菖晏の。ご因○○弄切》
ご国（加藤寛・丸尾直美訳、反主流の経済学、ダイヤモンド社）
〔犯〕Ｚの一目》］・》目安の昌切８ぐのｑ・自己愚・巳怠（辻直四郎他訳、インドの発見（上）（下）、岩波書店）
〔”〕ｚ旨弄②の》宛．》宅８ヶ一の日⑳。｛・§冒一閾・日国〔】：冒巨ａの円の『の’８③１８目芹１の“．厚い】・田一四・富の一一．］④忠（土屋六郎訳、後進諸
国の資本形成、雄松堂）
〔狐〕○房巨貫国冨。（大塚久雄）、国民経済ｌその歴史的考察、一九六五、（『著作染・第六巻」所収、岩波聾店）
〔虹〕…・…・・》オランダ型貿易国家の生成、一九六○（「著作集・第六巻』所収）
〔⑫〕○圏》少・Ｚ・》○日ずご、８口○の貝『の二。。。【ｍ８ｐＣ日』。□Ｃ宅の『』』。『三②この。｛【ず①。①尋］旨の。、ごｍ己。一一Ｑ》口８己○ョ】Ｃ伜勺。一一‐
二目一三『の⑦産］》ぐ閂自１局】】＆②
〔妃〕勺◎男色目〕二国・旨．ご少、ユの臣一日３－℃『。ご］のＢｍＣ｛巨口この７』の『の一．己①」８ロロォ『】の山ご岳の一碕冨。〔同色『◎己の四．凶、『四『一画。三ｍ８ｑ．】し副
冒且・・》句：［伜『の一のぐ：８，ロョワ筐、のご・句．．】①国（小松芳秀訳、「史実と問題意識』第十章「腱業と経済発展ｌ歴史の教
○×｛。『」ｑ・句・》忌呂
訓」、岩波霞店）
103イソド重工業化経の済的帰結 〔後記〕本稿は一九七四年度に提出した助手終了論文の一部を割愛して、加筆・修正したものであり、前稿「研
究ノート・インド工業化過程における腱業問題」（本誌、四一’一一一・四号）と相補う関係にある。作成す
るにあたって蝿前稿同様、山内一男教授の御指導を賜った、末筆ながら記して感謝と致します。なお、
法政大学学内特別助成金の援助を受けた。
Ｆ、戸几ノーｈ
５４５３５２ 
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ｊ
 
、庁忌の（の己》巳・俸丙・出】｝］》沙】」８冒旦旨》旨③⑬Ⅲ
 
、耳⑩鼻のロ》勺・序言・口で庁自の」唖・》日ラの。１，房。〔閂且】：□｜冒昌品』⑥８回◎目一・ｓ・一｛。］】ロ号⑪】。ｇ・鯵．。×『Ｃａロ・宅・・】冨函
Ｋ自己一己『露・日昌：（矢内原忠雄）、帝国主義下の印度、大同書院、一九四一
